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置命令について」公正取引 709 号 63 頁（2010 年）。
⑹ 小塚荘一郎『フランチャイズ契約論』218頁以下（有斐閣）。川濱昇「セブン-イレ

















































































⑻ 松下満雄『経済法概説』235 頁（東京大学出版会，第三版，2004 年）。






























































































































































































































































































































































































































































































































































取引と法規制―コンビニ契約を素材として―」日本経済法学会年報第 23号 176 頁
以下（2002 年）。
 向田直範「セブン-イレブン・ジャパンによる優越的地位の濫用事件―平成 21 年







































































































" 日本経済新聞 2009 年８月３日朝刊９頁。根岸哲「フランチャイズ・システムの本


























































































































































































































































第１章では，公正取引委員会による平成 21 年６月 22日のセブン-イレブン・
ジャパンに対する排除措置命令を素材にして，本部による見切り販売の制限そ
してコンビニ会計について問題提起をした。
第２章では，本部によって見切り販売が制限され，コンビニ会計が採用され
るのかについて，その背景を分析した。見切り販売が制限される背景には「定
価販売と大量廃棄を前提にしたビジネスモデル」があり，本部がコンビニ会計
を採用している理由がこれである。すなわち，コンビニ本部は，機会ロスを減
らすという目的のもと，大量の廃棄ロスを出すことを前提にしたビジネスモデ
ルを確立しており，コンビニ会計によってこの廃棄ロスの損失を本部は加盟店
に押し付けているのである。
そして，第３章では，このコンビニ会計について分析をした。コンビニ会計
は，「売上総利益＝｛売上原価−（廃棄ロス原価＋棚卸ロス原価）｝」として算出さ
れたものに，一定の率を乗じたものを加盟店が本部に支払うという計算方式で，
算定される。しかし，「売上総利益−売上原価」として算出されたものに一定の
率を乗じたものを加盟店が本部に支払う一般的な企業会計実務であるという会
計方式に比べて，加盟店の負担は大きくなる。そして，このコンビニ会計方式
のもとでは，見切り販売をするより廃棄をした方が，本部の儲けが大きくなる
ことを指摘した。
第４章では，本部が見切り販売を制限する理由について，さらに分析を加え
た。本部の主張は，コンビニ会計上の理由だけでなく，ブランドイメージの維
持，さらには，POSシステムを代表とするコンビニシステムである。しかし，
少しでも損失を減らし利益を出したい加盟店側は見切り販売をしたがっている
現状がある点もふれた。
第５章では，最二小判平 19・6・11（セブン・イレブンチャージ訴訟 /判時
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1980 号 69頁）および下級審判決を分析した。結果，セブン-イレブン・ジャパ
ンのコンビニフランチャイズ契約では，コンビニ会計が採用されていると最高
裁は判断していることが認められた。セブン-イレブン・ジャパンは，コンビニ
会計によって加盟店からチャージを徴収しているのである。
第６章では，このコンビニ会計からの加盟店保護の原則について考えてみた。
作成者不利の原則，情報提供義務，公序良俗などを検討してみたが，いずれの
法理によっても加盟店保護をすることは難しいとの結論となった。
第７章では，コンビニ会計と本部による見切り販売の制限が優越的地位の濫
用にあたるかについて検討し，本部による優越的地位の濫用であると結論づけ
た。例えば，セブン-イレブン・ジャパンは，「直営店と加盟店合わせて約１万
２千店舗あり，売上額は合計約２兆 5700億円の我が国最大手のコンビニエン
スストア事業者であり，加盟店のほとんどすべてが中小の小売業者である。」と
されており，本部が加盟店に対し優越的地位にあることは疑いがない。コンビ
ニ会計が本部による優越的地位の濫用になるかどうかであるが，優越的地位に
ある本部が決して自らは不利益にならないコンビニ会計を加盟店に選択の余地
なく押し付けていることは，競争原理が機能しているとはいえず，正常な商慣
習とはいえない。そして，コンビニ会計は決して本部が損失を被ることなく，
廃棄ロスによる損失をすべて加盟店に押し付けるものであることから，加盟店
は相当程度の不利益を被っている。以上のことから，コンビニ会計は本部によ
る優越的地位の濫用といえる。
本部による見切り販売の制限が，独占禁止法上の優越的地位の濫用にあたる
かどうかといえば，「フランチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方
について」で示された通り，独占禁止法違反にあたる。優越的地位にある本部
は，弁当等のデイリー商品を推奨価格で販売するように，経営指導を行い，か
つ，契約の解除等をちらつかせながら見切り販売の制限の取りやめを余儀なく
させている。本部は廃棄処分前に売れ残り商品を見込み販売することで損失を
回避する機会を奪い，しかも売れ残りリスクはすべて加盟店に負わせているな
どの不利益を加盟店は被っている。本部の見切り販売制限は経済的な合理性も
なく，見切り販売という値下げを制限することがコンビニというシステムを的
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確に運営するために必要な限度内にあるとは考えられない。したがって，見切
り販売の制限には合理性はなく不当な制限である。そして，多くのスーパー
マーケットなどの食品売場では見切り販売が行われることが通常であり，見切
り販売が合理的な理由なく制限されているのはコンビニ業界のみである。した
がって，見切り販売の制限は正常な商慣習であるとはいえないであろう。以上
の点から，コンビニ会計のもとでの見切り販売の制限は，本部は，自己の取引
上の地位が加盟者に優越していることを利用して，正常な商慣習に照らして不
当に，取引の実施について加盟者に不利益を与えているものであり，これは，
不公正な取引方法に該当し，優越的地位の濫用に当たるとした。
第２節 結びにかえて
現在のコンビニのチャージ金額の算定方法は，廃棄ロスや棚卸ロスなどを一
方的にフランチャイジーが負担する仕組みであるコンビニ会計が採用されてい
る。見切り販売については独占禁止法違反とする公正取引委員会の判断がある
ものの，コンビニ会計については未だ違法とするものはない。しかも，本稿で
検討した通り，コンビニ会計のもとで機会ロスを無くすという本部の経営戦略
のもと，一方的に廃棄ロスを負担させてられている加盟店を保護する民法上の
法理はなく，わずかに独占禁止法上の優越的地位の濫用の可能性が残されてい
るだけである。コンビニ会計が優越的地位の濫用となれば，コンビニ会計は違
法となり無効となる。
それでは，コンビニ会計が違法となった場合，どのような会計方法が採用さ
れるべきであろうか。フランチャイザーの戦略に基づいて，フランチャイジー
に一方的に負担させるのではなく，双方の能力が最大限に発揮できるような
チャージ金額の算定方法を考える必要がある。
いくらファストフードがコンビニエンスストアの戦略商品であっても，その
廃棄ロスを本部が全額負担するのは望ましくないということである。なぜなら，
本部の全額負担でリスクフリーになった加盟店は，無駄のない仕入れを行うイ
ンセンティブを失ってしまうからである
(44)
。これでは，単に不利益を受けるの
が加盟店から本部に変わっただけであり，本部と加盟店の共存共栄をその理念
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とするコンビニフランチャイズ契約として，これは望ましいものとはいえない。
一方で，本部は機会ロスの発生を嫌がっている。すでに，セブン-イレブン・
ジャパンの鈴木敏文会長は「廃棄を恐れていては商売にならない。廃棄を出さ
ないように発注を減らすと，機会ロスが発生し，結果的に売上も落ちる」と語っ
ていることからもこれは明らかである。コンビニエンスストア産業は，その成
長の勢いが少し衰えてきているとはいえ，まだ成長している。成長段階におい
て，店舗の棚に商品がなくなってしまうことは本部にとっても加盟店にとって
もこのましくない。なぜなら，在庫がないことによる機会ロスが多くなるから
である
(45)
。フランチャイジーに機会ロスを無くすインセンティブを与える必要
があろう。機会ロスの防止を重視するのであれば，フランチャイジーに大量発
注を促す方向にインセンティブを働かせることになる。この場合のインセン
ティブとしては，廃棄ロスを生じたとしても，一定の範囲において，フランチャ
イザーがその費用を負担することが考えられる。
発注の最終権限と責任は加盟店にある一方で，本部は加盟店に対して発注や
商品仕入に対しても経営指導を行っている。とすれば，廃棄ロスの一部を本部
負担にするべきであろう。加盟店の廃棄ロスの一部を本部が負担すれば，本部
としてもその重さを実感できるであろう。本部としても，加盟店の発注や廃棄
ロスに対して，緊張感が伴い，本部は，今以上に本部と加盟店が最大の利益を
得られるように発注を考えるようになるはずである。利益とリスクの共有，そ
れが一体となってはじめて真の共存共栄が達成できるのである。結局，廃棄ロ
スの最適配分は，本部と加盟店が共同で負担することである
(46)
。
本部も加盟店の廃棄ロスを一部負担するのが最適である。利益とリスクの共
有，それが一体となってはじめて真の共存共栄が達成できるのである。
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- 金顕哲『コンビニエンスストア業態の革新』118頁以下（有斐閣，2001 年）。
. 金・前掲注 44，118頁以下。
/ そのため，「本部が発注増を要請した場合，本部も廃棄ロスを一部負担するように
した」というある大手コンビニエンスストア本部の決断は，高く評価できる。詳細
は，金・前掲注 44，118頁以下。
